チャランケ通信　第9号　2013年4月22日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹

アイヌ関連の最近の情報より
　97年に創設された「アイヌ文化振興・研究推進機構」の初代理事長であった佐々木高明先生が、4月4日亡くなられたことを、北海道新聞の石森修三北海道開拓記念館館長の追悼文で知った。佐々木先生は、アイヌ文化振興法制定にも尽力されたのだが、なぜか初代理事長になられた際に、参議院議員会館の小生の事務室に来られ、先生の書かれた著書(『日本文化の多重構造』小学館刊1997年)を贈呈してくださったことを思い出した。その後、内閣官房参与時代に自分自身がアイヌ問題の仕事に携わるなどとは思いもしなかっただけに、石森館長の佐々木先生追悼文は興味深く読ませていただくと同時に、この場を借りて、心から哀悼の誠をささげたいと思う。
さらに、アイヌ関連で明確になった事実、アイヌの人たちの人骨が、北海道大学だけでなく、東大や京大など全国の11の大学に存在していることが分かった。そのうち、誰のものか明確になっているのは北大と札幌医大の23人だけだという。アイヌ民族の方たちにしてみれば、墓から盗掘されたものが多く、心の底からの怒りを感ずるのは当たり前で、政府や関係者の方たちは、明確に謝罪をし、所在と氏名がわかっている方たちへの返却はもちろん、一刻も早い供養をする必要があろう。
アベノミクスの検討(その3)
債券市場に異変が起きているようだ
　衆議院で予算が可決され、今週からは参議院での審議が始まる。それにしても、民主党では改選期を迎える参議院議員の離党が相次ぎ、参議院選挙を前にして支持率の一桁台へと低下も進み、ますますじり貧の傾向が強まっている。何とか踏みとどまり、再び政権交代可能な二大政治勢力の一極となれるべく再構築し、次の総選挙に照準を当ててもらいたいものだ。
　さて今週号は、アベノミクスについての第3回目の検討であるが、なんだか債券相場に異変が起きてきているようだ。黒田新総裁になって進められた異次元の政策の中で、長期国債の購入を拡大し、日銀の保有する国債のデュレーション(満期までの年限)を3年程度から7年程度にしていくために、10年ものの長期国債や20~40年ものの超長期国債の購入を進めていくこととなった。ところが、あまりにも巨額かつ急激な購入により債券市場が乱高下し、サーキットブレーカーと言われる債券市場の安全装置が頻繁に作動し、売買一時停止が続発する事態になっている。今までは銀行などの金融機関が、長期国債と短期国債の金利差を利用しながら利益を出していたのだが、このまま推移すれば長期金利の低下を招き、長短金利差を利用した利ザヤを稼ぐことができず、金融機関の利益確保手段が失われるのではないかと予想されていた。だが、事態はそれほど順調に推移するとは限らないのであり、むしろ債券価格が低下し金利上昇することもありうると市場は見ているようだ。仮に、黒田日銀が望んでいる「長期金利の低下」となったとしても、それによって設備投資や住宅ローン金利低下による需要拡大に結び付く可能性はあまり望めないだろう。何に設備投資をしてよいのか、住宅需要がひっ迫しているわけでもないからだ。
国内で利益が稼げないので、円は海外流出か
金融機関としては国内における利益が確保できないとすれば、海外へと資金流出が進み始め、ますます円安へと拍車をかけることは必至だろう。既に、これまでの長期国債購入ウエイトの高かった生命保険各社は、海外の債券購入へシフトし始める動きが報じられており、円安傾向を一層高めることは間違いない。加えて、個人の金融資産も外貨預金やFX取引を始めとして海外に流出することも予想され、より一層の円安化の悪循環にはまり、輸入物価の高騰が国民生活を悪化させることは必至であろう。まことに異常な金融緩和政策のもたらす弊害は深刻さを増してくるわけで、株価の上昇に浮かれている場合ではないのだ。
G20でも念を押された信頼される中期財政計画の策定を
　このような日銀の金融政策は、結局のところ政府の国債発行による財政支出の拡大を、金融面から支えていくというマネタイゼーションに他ならない、と見ぬかれ始めており、GDPの200%を超す財政赤字の累積とともに、毎年のフローにおける財政赤字をどのように縮小し、ストックの赤字を削減できるのか、市場からの厳しい見方が広がり始めつつある。19日閉幕したワシントンでのG20財務相・中央銀行総裁会議の共同声明の中に、名指しで「日本は信頼に足る中期財政計画を策定すべきだ」「先進国は中期的な財政戦略をサンクトペテルブルク・サミットまでに策定する」と明記されたことをしっかりと自覚しなければなるまい。

三党合意による財政への信頼があることの重要さ
その点で、野田内閣時代に消費税の10%への引き上げを法制化したことにより、辛うじて市場の日本財政への信頼を引き留めているものの、もし万が一来年4月1日からの消費税率の引き上げがなされないならば、一気に日本の国債に対する信頼は落ち込み、長期金利の上昇となって日本財政の破たんへの道を開く危険が高まることは間違いない。
安倍政権は、口では2015年までにプライマリー赤字の半減、2020年までに黒字化という民主党政権時代に策定した目標を維持するとは言いつつ、デフレからの脱却の下、名目3%、実質2%の経済成長率を達成しなければ消費税率の引き上げは行わない可能性をにおわせ続けている。アベノミクスによる放漫財政が何とか市場からの不信任を食らっていないのも、野田政権の下での消費税率の引き上げという担保があればこそなのだ。民主・自民・公明による「三党合意」の重みを、今こそ噛みしめるとともに、さらなる財政健全化に向けた努力が必要であることの自覚と目標設定が不可欠である。
ツキのある安倍総裁、三本目の矢は討てるのか
　民主党政権時代の消費税の引き上げの法制化だけでなく、安倍総理にはツキがあるようだ。朝日新聞の経済欄で、余り注目されることが少ないコラム欄に「経済気象台」がある。その4月7日の「首相のツキ」というコラムのなかで、実は円安・株高の動きは野田政権の時に始まっていて、野田総理が解散時期を後数か月踏みとどまっていればこれほどの惨敗はしなかっただろうと、安倍氏のツキを認めている。そのなかで、アベノミクスのアベは「アセット(資産)・バブル・エコノミクス」という揶揄し、第一の矢はバブルを作り出し、第二の矢は利権団体へのバラマキという古い自民党の復活であり、三本目の成長戦略の規制改革について、これまでの政権も掛け声だけで成功したことが無く、利権型政党のままで実行できるはずがない、とまで酷評されている。このまま推移すれば、時間とともにその馬脚を現すと予想されているのだろう。
女性の活躍と保育所の拡充、賛成だが、
三号被保険者問題と配偶者控除の廃止に踏み込まねば
　19日、安倍総理が日本記者クラブで記者会見を実施し、第三の矢である成長戦略についてその考え方を明らかにした。その中で、これからの経済を改革していくためには、女性の活躍と保育所の待機児童解消を積極的に進めていくことを明言した。そのこと自体は賛成なのだが、問題は女性を家庭に閉じ込めてきたこれまでの様々な制度、例えば専業主婦を優遇してきた年金の三号被保険者制度や配偶者控除などの改革とセットにしていかなければならないのだが、そのような観点は打ち出されていない。できれば、そのような改革と併せて少子化からの脱却を全面的に展開していくことこそ、本当の意味での構造改革であり、日本経済のみならず日本社会のサステナビリティの回復への道だと思う。安倍総理には、せっかく良い視点を打ち出しているのであり、全面展開していかなければ、改革は頓挫してしまいかねないことを理解すべきだ。もっとも、このような改革と、自民党が重視している「家」制度による福祉とはどのように両立させられるのか、最大のネックは自民党の古めかしいイデオロギーではないかと思ってしまう。国会論戦で、是非とも問いただしてみたい点である。
それにしても、バブルっぽくなった今日この頃だが
　世の中、だんだんとバブル染みてきつつあるようだ。百貨店の売り上げが7年ぶりに3か月連続増え続け、その中でも時計・宝石・美術工芸品などが1年前の3月に比べて15,6%も増え、靴・かばん。革小物などが9,2%と続いている。また、不動産業界も元気が出ているようで、18日に不動産経済研究所が発表した3月の首都圏のマンション発売数が5139戸で、一年前に比較して48,4%も増えている。1980年代後半のバブル期を思い出すのだが、果たして今後どのように展開していくのだろうか。一度バブルの経験をすると、その世代がいなくならないと同じバブルにはなりにくい、という話を聞いたことがあるのだが、どうなのだろうか。
ブラインダー元FRB副議長の
黒田日銀の異次元緩和に対する見方に賛成
　最後に、アラン・ブラインダー元FRB副議長が日本経済新聞(4月19日)の黒田日銀の「異次元緩和を聞く」というインタビューで語っていたことを明記しておきたい。
　　「問―物価上昇率を2年で2%に高める目標は妥当ですか」
ブラインダー「白川方明前総裁は保守的過ぎたとの批判もあるが、実際は　物価押し上げに努力し、それでも成功しなかった。黒田総裁は確かに対応を一段と強化しているが、うまく進む保証はない」
　　「問―日銀はマネタリーベースを2年で倍増させる方針を打ち出しました」
　　ブラインダー「私ならやらない。デフレ脱却にどの程度の資金供給量が必要かわからないからだ。・・・。大事なのは物価で、資金供給量の目標は混乱を招く。・・」「米国も欧州も同じだが、問題は資金供給量を増やしても民間銀行にお金が滞留していることだ。成長率が上がればお金は動きだすだろうが、それをどう実現するかが難題。鶏と卵の関係だ」「私はFRBの準備預金の金利をマイナスにして銀行の融資を促せと主張している。この処方箋は日本でも有効だ」
　　「問―インフレリスクをどう考えますか。」
　　ブラインダー「・・・。一般物価のインフレのリスクは小さい。一方、80年代には一般物価が上昇しないのに資産価格の急騰が起きた。2度目もあり得る」　
　　「問―安倍晋三首相の政策運営全体をどう評価しますか」
　　ブラインダー「ブラックボックスは構造改革。特定の政治勢力や利益団体の抵抗が予想される。欧州でもドイツを除けば成功しなかった。改革は容易でない。首相の政治基盤しだいだろう」
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